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はじめに

アメリカにおける20世紀における司法審査論は、訴訟の対象を 〈法律

問題)と く事実問題)に区分することから出発している。実質的証拠法

則 (substanial odence rule)の 採用である。これに基づき、司法が

完全審査を行なえる領域が く法律問題)に限定されるとともに、〈事実間

題〉に対しては制限的な司法審査がなされるという司法審査論が20世紀

はじめから展開してきた。

実質的証拠法則が採用されて以来、連邦最高裁は二つの司法審査法理

を用いている。

一つは “憲法的事実 (constitutional fact)"及 び “管轄的事実

Gu五sdiaiOnal factl"と いわれる法理に基づき、〈事実問題〉に対して

も完全審査がなされうるとする諸判決の方向である。この発想は、制限
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審査領域となつた く事実問題)について再び完全審査を行なう方向 (=

従つて裁判所による判断代置が可能になる)へ持ち込もうとするもので

あつたが、発想の原点は19世紀末の公益事業の料金統制における幾つか

の判決に見られた構成にあると考えられるとともに、論理の連続性がな

いためか支持を得ることはできなかつた。

その一方で 〈法律問題)と 〈事実問題〉の間に新たな制限審査領域が

設けられる。“事実認定に対する法の適用問題"と もいえるこの領域は 〈混

合問題=m破ed quesion)と いわれ、完全審査領域から外される。この

流れの中に、“行政の専門性"の拡大とそれに対する謙譲的姿勢、司法権

の “自己抑制"を見てとることができるとともに、1950年代までにモデ

ルとしては、“謙譲"するべき境界が設定された。

しかしながら、それから半世紀以上経過した現在において、判例・学

説において “行政の専門性"を審査する際の明確な指針は出来上がって

いない。状況はむしろ錯綜しているといえよう。

確かに、一方ではCitizens to Presewe OvertOn Park v Volpelに 代

表されるhard look審 査によって審査密度が高まったとの評価を受けてい

る。しかしながら、Ch∝ron v Natural Resources Defense Counci12

以降の諸判決は、これまで裁判所の完全審査領域であつた 〈法律問題〉

に対しても行政機関の法解釈を優先させている (行政機関の法解釈に対

する謙譲)。 実質的証拠法則の採用から約一世紀、裁判所は未だに自らの

軸足の置き場を見つけることができていない。

本稿では、本案審理における連邦最高裁判所判例の変遷を辿りながら、

裁判所が制限的審査を行なうに当たつての明確な指針を見出せない問題

の背景を探つていくことにする。

1 401 US 402(197D
2 467 US 837(1984)
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敢えてこの問題の答えを先に示すならば、それは 〈混合問題〉という

制限審査領域を設けたことに起因すると指摘できよう。〈混合問題〉とい

う領域は同時に (法律問題)と して裁半J所の完全審査のもとに置かれる

領域でもあったからである。

第1章では、〈混合問題〉という制限的審査領域を設定するまでの判例

動向を検討する。

第1章の冒頭に改めて触れるように実質的証拠法則の確立から く混合間

題〉の設定に至る経緯である (その過程において、一時期 “憲法的事実"

“管轄的事実"の法理のもとで、〈事実問題〉を再び完全審査しようとす

る流れが起こった)。

制限的審査をなすべき領域を拡大するに当たり、連邦最高裁が作り上

げた く事実問題一混合問題―法律問題)と いう枠組みが機能しているの

は、この第1章で論じる範囲においてである。

第2章では、現在に至る司法審査における対照的な二つの流れについて

検討する。一つはOvertOn Park判決に代表されるhard look審査による

合理性審査である。判断代置ができない く裁量問題)の存在を前提にそ

の判断過程を検討していく手法である。

一方で、Chevron判 決以降、〈法律問題〉力ヽ 畔J所の完全審査領域であ

るという前提が覆されかけている。法律の解釈においても (実際に解釈・

適用・執行を行なう)行政機関の解釈の方が優れているのではないかと

いう問題が前提にあるが、見方を変えれば 〈混合問題一法律問題)の線

引きを不明確なまま維持しようとした連邦最高裁の手法にも起因すると

考えられる。

最後に、アメリカと我が国の司法審査論について若千の比較検討を行

ないたい (第 3章 )。 検討に当たつては、両者を必ずしもパラレルに扱え

ない箇所もある。従つて、本稿では、第1章、第2章において検討対象と

する、く混合問題〉〈hard look審査〉〈行政機関の法解釈〉に関して、わ
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が国の状況 (裁量審査、行政規則としての裁量基準・解釈基準)に照ら

し合わせながら検討することにしたい。
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第 1章 完全審査 (全面審査)領域縮小への展開

審査の対象が 〈事実問題であるか法律問題であるか〉という問題は、

一般にどのように論じられているか。アメリカを代表する行政法学者で

あったD″isは、「裁判所は通常、自らの特別な権限領域にある法律問題

(questlon Of lawlに 関しては判断代置 (substitute)を行ない、その

他の問題に関しては合理性 (reasonableness)を 判断するに当たつて、

審査範囲を制限している (limit themselves)3。 Jと司法審査の範囲を論

じるに当たつて述べているが、この審査範囲を制限した領域に事実問題

(question of fact)が合まれることとなる4。

この事実問題に対する司法審査の問題は、アメリカ行政法においても最

も早く論点になつた問題であるが、我が国における先行業績においてもア

メリカにおける 〈法律問題/事実問題〉に関する審査手法は早くから紹介

されてきた5。 その中でも本節で検討する①実質的証拠法則、② “憲法的事

実"及び “管轄的事実"、③混合問題の三つについて触れるものは多い。

本稿のテーマからすると、③に挙げた混合問題に関して裁判所が如何

に対応するかという問題が、“行政の専門性"に対してどれだけ謙譲的姿

勢を示さなければならないかという司法の自己抑制のあり方を提起する

3 K C DAVIS,5 AD― 団 Ш ⅣT呻 ]田時 ad),§ 簿1以下、TMATIES
とする。

なお、裁判所による判断代置については、Ovcrton Park判 決においても言及されて

いる。 401 U S 402,416
4 Da■ ls自身が、law fact distinctionと して、TREATES,§

":9に
おいて分析して

いる。
5本稿で検討する実質的証拠法則、混合問題、憲法的事実と管轄的事実についてとり
あげている研究として (一部合まれていないものもある)、 鵜飼信成『行政法の歴史的

展開』(1952年)253頁以下、下山瑛二「アメリカにおける行政行為の司法審査 (三
完)」 大阪市立大学法学雑誌2巻 3号 43頁以下、橋本公亘『米国行政法研究』(1958年)

186214頁、シュウォーツ (和日英夫訳)『アメリカ行政法』(1%1年 )169頁以下、高
柳信一「行政行為の司法審査」公法研究28号 96頁以下 杉村敏正『法の支配と行政法』
(1970年 )45‐ 49頁及び註(7)～ (10)等。
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とともに、その後の流れに一定の影響を与えている。

なお、1920年代から∞年代初頭にかけての “憲法的事実 lconsttutlonal

factl"及び “管轄的事実 GuttsdicuOnal factl"の 法理により、事実間

題に関しても完全な司法審査がなされた時期があるが、これらの法理に

ついては、現在その存在意義そのものが問われている6。

本章では、実質的証拠法則の登場から、1920～ 30年代における “憲法

的事実"“管轄的事実"の法理の展開を経て、く法律問題と事実問題に明

確に三分できない領域〉である 〈混合問題)における司法審査のあり方

の確定までを検討する。

第1節 実質的証拠法11の確立及び展開

実質的証拠法則は、1910年代のICC(Interstate Commerce

Commission=州 際通商委員会)関連判決及びその後制定された個別の

法律において同法則が規定されていく中で確立していく。従つて、実質

的証拠法則に関しては、1931年代後半までの判決について概観する必要

があろう。後の連邦行政手続法 lAdmhistratlve Procedure Act=APAl

においては、審査基準の一つになるとともに7、 裁量統制における先例を

なしている事例も存在する。

6例えば、3onield&Asimowは 、“管轄的事実"の法理が現在においても意義を有
しているのは、国外退去 (deportauon)の 事例くらいであると指摘している。AE
BONFIELD&M ASIMOW,STATE AND mDELヽ L ADMINISTRATIVE
LAW,578579(1988)中 川教授は1920～ 1930年代における憲法法理の変遷という形で
この問題をとらえている。中川文久「司法裁判所の『思惟律』と行政裁量 (― )」 法学

協会雑誌107巻 4号 (1990年)123-1∞ 頁。
7 5USC§ 706121c)
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1 リーディング・ケース

(1)ICC v.Union Paclflc RallrOad Co 8

Union Paclic判決は、次に検討するICC v Louis宙 lle&Nash宙 lle

Rallroad Coと ともに実質的証拠準則に関するリーディング・ケースと

される半J決であるが、アメリカの文献においてもUnion Paclic判 決のみ

をリーディング・ケースとして取り上げる文献が見受けられるように重

要な位置づけを与えられている判決である9。

Union Paclic判決は、鉄道会社がICCによる木材の輸送料金の値下げ

命令 (olderlの取消を求めた事例であるが、ICCの命令を審査するに当

たり裁判所の審査範囲が争点となった。

連邦最高裁の判旨の中で、以下の部分が今日でも重要性を持ち、しば

しば引用されるところとなつているЮ。

「原則についての網羅的な言及 Gdaustive statemenOは これまでな

されていないが、これまで、このような事例では次のような決定がなさ

れてきた。委員会(ICC―高橋注)の命令が、 (1)委員会が憲法上行使でき

る権限を超えている場合、(2)制定法上の権限を超えている場合、 (3)法

解釈の誤りに基づいている場合でなければ最終的(inal)な ものである。

しかしながら、事実問題 (quesion Of factlは 法律問題 lquestion Of

law)を決定するに当たり合まれるものであり、その結果、14)料金が低

すぎて没収的 (∞nfiscatOw)と考えられ、デュー・プロセスによらずし

て財産権の収用を禁ずる憲法に違反する場合、(5)委員会が証拠とは逆

8 222US Ml(1912)
9 B SCHWARTZ,ADMINISTRATIVE LAW(3rd),637(1"1),P L STRAUSS,

T RAKOFF,&C R FARINA,ADMINISTRATIVE LAヽ V CASES AND
COMMENTS‐(10th),939(2003)(― 以下、CA∝SAND COMMNTSと する。)は
Union Pおic判決をリーデング事例としている。
Ю Union Paclic判決の詳細ついては、武田真一郎「アメリカにおける行政訴訟の審査
対象の研究 (二 )J成躍法学31号 (1990年)知 41頁、大橋真由美『行政紛争解決の現
代的構造』(2005年)66頁等.
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に恣意的または不当に (arbitrary and unJusuvl料金を決定した場合、

支持しうる証拠に基づかずに料金を決定した場合、(6)権限が不合理な

手法で行使されたため、陰影 (shadowlで はなく実体 (substance)力 S

権限の行使の妥当性を決定するという基本的な法則に服する場合には、

命令は取消されることになる (先例として多数の判例が挙げられている

が省略する)。

このような混合問題 lln歯

“

ques■on Oflawlを取り扱うに当たつて

は、裁判所の司法審査は委員会が与えられた権限内において活動したか

否かに制限されることになる。裁判所は、命令の手法や賢明さについて

考慮してはならず、同様の証拠がある場合に同じ判断を行なつたかどう

かを考慮してはならない。委員会の事実認定は反証のない限り (p五ma
faclel真実とされ、裁判所としても、法律により任命され経験を経てい

る審判所 (t五bunal)による判断にふさわしい効力を与えてきた。…委員

会の結論は司法審査の対象になるが、証拠によって支持される場合には

最終的なもの lflnal)とみなされるのである。…裁判所は事実に関して、

命令を支持するだけの実質的な証拠が存在したか否か以上の審査をする

必要はない (傍線部高橋―以下同じ 222 U S yl,at 546 548)。 」

このように、Union Paclflc判 決により実質的証拠準則による審査手法

が明確に受け入れられたといえるが、同時に「混合問題」に言及してい

るところが注目される。「混合問題」が主要な論点として議論されたのは

1941年代に入つてからであるが、その存在は1910年代から司法の場にお

いても認識されていたことになる。

なお、Union Paclflc半 !映における ■nal"の甲法は Administraive

Procedure Act=APA術政搬 714条n,破 された ■nal agency

n5USC§ 7M判例・学説において用いられる“inal"概念の多様性については、拙
稿「本案審理前における謙譲的法理の展開 (一)J法学72巻 4号 ●008年 )74頁を参照。
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ac●on"における “inal"と は異なる。前者は 〈司法審査を原則として

受けることのない最終的な行政決定である〉ことを意味する (実質的証

拠法則における司法審査の抑制=事実問題に対する行政判断を謙譲する

考え方の現れ)。 後者は 〈司法審査を受けるに当たって十分に適した最終

的な行政決定である〉ことを意味する。司法審査のタイミングの問題か

らすると、後者の “final"な状態に至らない限り司法審査を認めないの

がexhausionの法理であり、原告側の置かれた状態を考慮して、“in滅 "

な状態にあるとするのがHpenessの法理ということになる。

(2)ICC v LOuisville&Nash宙 lle Rallroad C0 2

Louis宙 1le判決においては、鉄道会社の料金の一部が不合理かつ差別的

(unreasOnable and discliminatoO)で あるとして、ICCが料金の減

額を命じた事例である。判決においては二つの観点から審査がなされて

いる。一つは証拠の認定に当たつてのICCの審査手法 (行政手続)であ

るB。 もう一つは実質的証拠に対する審査手法である14。

一ICCの審査手法 (行政手続)に関しては、以下のような判断がされて

いる。

「制定法において (statuteと しかなかったが1906年制定のヘッバーン法応

であろう一高橋注)完全な聴間 (full heannglを受ける権利が与えられ

ているとともに、証言を求める権利 (pr市ilege)も 与えられている。同

時に、(ICC側 には)立証された証拠 (facts proved)|こ 基づいて決定を

12 227 U S 88(1913)

13 1CCの 審査手続に関して 中川文久『行政手続と行政指導』(2000年)55-62頁。
H中
川丈久「司法裁判所の『思惟律』と行政裁量 (二 )」 法学協会雑誌107巻 5号 (1990

年)99頁、武田・前掲注 (10)113‐ 115頁。
151916年制定のヘッバーン法 lHepbum Aめ ,とついては、鵜飼 前掲注 (51213216
頁 シュウォーツ・前掲注 (5)78頁等を参照。
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行なう義務がある。証拠に基づかない事実認定は恣意的であるとともに

根拠のないものである。

もし、政府側の主張が正しいならば、委員会は政府のもとにある行政

官、行政機関、審判機関のいずれもが持たない権限を持つということに

なる。このことは、事実に基づいているというのであれば、委員会は証

拠に関する規則を無視できるとともに、気まぐれな形で (capriciously)

事実認定を行なうことができるということになる。このような権限は、

どんなに有益的に (beneficently)行使されるとしても、別な機会では有

害的 (inlu五ously)に行使されるものであり、正義 (raional justice)

の概念と一致しないのみならず、憲法との関係では恣意的な権限の行使

として非難されるべきものである (227 U S 88,at 91)。 J

―恣意的な事実認定に関しては次のような見解を示した。

「.I拠の法的効果は法律問題 (quesion Oflawう である。証拠に基づか

ない事実認定は委員会の権限外である。これに基づいた命令は法に反す

るものであり (contra,to law)、 制定法の文言に基づいて司法の権限に

より取り消されなければならない (Id at 92)。 」

―再び審査手法 (行政手続)に対する見解を述べるとともに、実質的証

拠に関しても触れている。

「全ての当事者は、提出もしくは考慮される証拠に関して知り、証人に

対して交互尋間 (cross― exalnine)す るとともに、文章を閲覧し、弁明も

しくは反証にあたっての証拠の提出を求める機会が付与されなければな

らない。その他の手法によって、当事者は権利を維持するとともに防御

することはできないのであり、事実認定を支持する事実が十分なもので

あるか審査することもできない。そうでなければ、命令が事実に基づい

ていないと思われる場合であつても、明白な欠陥 (deficienc,は 、委員
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会 には無関係のもしくは未知のものであっても、推定に基づき

lpresumpivelyl事 実認定を支持するだけの十分な証拠があるとの論理

付けによって治癒されてしまうのである。…このような政府の主張を覆

すに当たつては、命令を支持するだけの実質的な証拠 lsubstantlal e■ ‐ldence

to support the orderl力滞 在するか否かの観点から記録を審査すること

が必要となる (Id at 93‐%)。 J

実質的証拠に関する連邦最高裁の判示はなおも続いているが、ICCに

おける審査手法 (行政手

"と
実質的証拠準則に関して触れているIomsulle

判決において、判旨のどの部分を引用するかは、アメリカにおいても論

者によって異なつている。例えば、DⅣisは リーデイング事例として取り

上げるに当たり、傍線部を引用しているお。一方、Jaffeは恣意的な事実認

定は証拠として採用されないとの立場から、批判的な部分を注釈におい

て引用しているη。本稿では検討しないが、Louisv■ le判決は、適切なプ

ロセスを経た事実認定でなければ、実質的証拠として取り扱わないとい

う (当然の)考え方を示している。

2.立法上の対応

LOuis宙 1le判決が出された翌年、連邦取引委員会法 (FederJ Trade

Commission Act=FTC法 )15 U SC§ 41において、「事実認定は、実

質的証拠により支持される限りにおいて (if supported by substanial

evidence)、 終局的である (conclus市0」 として、実質的証拠法則が明

文化されているB。 条文の位置は変わつているが、現在も
「
rC法 15U SC

16 DAVIS,TREATIF6,§ 261
r LL」AFFE,JUDICIAL CONTROL OF ADMINIS劉 &ヽnVE ACTЮN,“5翡

,

n2(19651
おDAVIS,TREATIES,§ 261,CヽES AND COMNIENTS,at 523
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§450において規定されている。ところで、実質的証拠法則については、

現在多数の個別法に規定されているほか、司法審査を規定するAPA71t条

(2)C)Ю においても規定されているが (APAにおける規定については、

後に若干ながら言及する)、 橋本公亘によれば、主要な法律は193Kl年代後

半にはほとんど実質的証拠法則について規定していたとされる (と りわ

け、独立行政委員会に関しては、1930年代には個別法において規定され

る形になつている)a。

3.実質的証拠法則の明確化

前述のように、実質的証拠に基づいた事実認定には終局性が与えられ

る。このことにより (事実問題)に対する制限的審査が正当化される。

そこで改めて制限的審査を正当化するだけの実質的証拠とは何かという

ことが明確にされなければならない。

この問題に関しては、1930年代後半の二つのNLRB Gaional Labor

Relations BOard=全 国労働関係委員会)関連判決を挙げることができる。

著名な判決の一つがConsolidated Edison CO v NLRB71である。

ConsOlidated EdisOn判 決では、lJLRBから会社側に対する不等な取

り扱い及び全国労働関係法違反に対する排除 (desist)命令が争われた。

争点としては NttBの観 NLRBにおける聴聞手続の公平牲ヽNLRB

の事実認定を支持するだけの証拠の充足性 (sufflciency)が あるが、最

19 5 USC§ 70612)⊂)
刀橋本 前掲注 (5)195頁註 (1)参照。FTC法以降の個月」法における実質的証拠法
則の規定について詳細に触れている。独立行政委員会関連の法律を取り出すと、連邦

通信委員会法 lFcdcral Communication CommissiOn Act=FCC法 )、 連邦動力委
員会法 Cederal Pon er Conmliss10n Act=FPCD、 証券取弓1法 lSeamhcs Exchange
Aつ、全国労働関係法 (Natlonal Labor Rela■ ons■0カ

`あ
る。後二者は、連邦証

券取弓1委員会 (Securlties DdMngc COmmission=SEC)、 全国労働関係委員会
(Naional Labor Rclatlons Board=NLRIl)に 関するものである。
2 305 U S 197119381
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後の証拠に関する判断のみ抜き出すことにする。

「会社側は、控訴審判決が事実認定の審査に当たつて権限の行使を誤り、

記録が証拠を支持するに当たつて記録が全く無益な (barren)も のかど

うかだけを考慮したと主張する。全国労働関係法29 U SC§ 160(e)の規

定は、“委員会の事実認定は、証拠によって支持されうるならば最終的で

ある (∞ndusive)"と 規定しており、このことは、実質的証拠によって

支持されることを意味する。…ところで、実質的証拠とは単なるscintilla

(砕片)以上のものである。それは、合理的な人間が結論を支持するに

当たつて十分であると受け入れるような妥当な証拠を意味する (3115 U S

l%,at 229)。 」

ConsOlidated Edison判 決の傍線部分は、判決文を書いたHughes裁

判官とともに、アメリカ
2の
みならずわが国においても広く紹介されると

ころとなつておりる、実質的証拠法則に関する重要判決の一つとなつてい

る。

翌年のNLRB v Columbian Enameling&Stampllag Co 2は 、NLRB

から会社側に対して出された、被用者の復職、団体交渉の拒絶の禁止等

の命令についての妥当性が問われた事案である。Columbian Enalnding

判決は、前年のCOnsolidated EdiiOn判 決と同じく、実質的証拠につい

て、単なるscintilla以上のものであり、合理的な人間が結論を支持する

に当たつて十分な証拠であるとした上で 006 US 2",at 300)、 「もし、

陪審審理がなされる場合において、実質的証拠から導かれる結論が陪審

22 CAtt AND COMⅣ DヾTS,at 940;BSCHWARTZ,ADMコ ヽヽ TRATWT LAヽV,
593(1976);E CELLHORN&R M LEVIN,ADMINISTRATIVE LAW AND
PROCESS(5th),89(2006);グ ルホーン‐レヴィン (大浜啓吉=常岡孝好訳)『現代ア
メリカ行政法』(1996年)π頁。
お橋本 前掲注 ⑤ 196頁、杉村・前掲注 15)45頁、武田 前掲注 (10)「審査対象」
117‐ 118頁等。
2 306 US 292(19392
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a verdict)を 拒否することを十分正当化するものでなければならない

(ibid)。 」と述べている。

Columbian Enalneling判 決の傍線部分の考え方は、く法律間回 事実間

題〉の区分論を 〈裁判制度 (裁判官)/陪審制度 (陪審員)〉 の役割分担

と同様の観点から捉えようというものであるが、早くからこのような見

解には批判が存在することが指摘されている亀

実質的証拠法則を陪審制度のアナロジーで捉えるかはともかく、司法

審査領域 (s∞ pe of re宙ew)を巡る議論においては、まず (事実問題

(questlon of f¨ D〉 と 〈法律問題 (ques■ on oflawl〉 の仕分けを行

なわなければならないといつてよい%。

その上で、〈事実問題)の領域においては、“行政の専門性"を意識し

た制限的審査が早くから論じられている (実質的証拠法則がそのはじま

りである)。 後述するように く法律問題〉において、“行政の専門性"と

審査領域の関係が不明確であったことが、今日の問題につながつている。

4.司法審査範囲の問題

まず、司法審査の範囲に関して、実質的証拠に限らず、行政機関の裁

量に関しても引用されるのが、1940年代のSEC I Chenery Corp lChenery

る橋本 前掲注 (5)191194頁 における指摘。また、大浜啓吉「制限審査法理の変容
と法の支配J『行政法学の現状分析 (高柳先生古希)』 (1991年)481483頁、中川 前
掲注 (14)「思惟律 (二)J103頁、119頁。なお、Columbian En鋼 ∝ling判決も “実
質的証拠"について明らかにしていることから (3∞ U S 292,at∞ 0)、 実質的証拠
について、Columbian Enamellng判 決が引用されることもある。杉村敏正『行政手
続法』(19r3年)73頁。
あ―例として、P L STRAUSS,AN INTRODUCT10N TO ADIIINISTRATM
JUSTICE IN THE UNITED STATES,勿 匹249,249-261(19891既 述の仕方は論者に
よつて異なるが、Straussは事実問題の中で実質的証拠について、法律問題について後
述する混合問題や最近の法解釈問題を取り上げている。

―- 70 (137)――



法律 事実 裁量 (1)一アメリカにおける司法審査論の展開と課題―

12,Chene,Ⅱ 2-以下、まとめてChene,判決とする)である。

Chenew判決がどのように取り扱われているかは論者により異なる。

“司法審査領域 6cope of Review)"と いう大きなカテゴリーを再分

類していつた場合、実質的証拠とは別の位置づけを与えられる。幾つか

の文献を当たつてみると、“事実に対する法の適用"“事実認定と理由"

あるいは “Chenery Rule""と いう題目の下に位置づけられている。

Chene,I判決は、会社の再編計画の承認を駆 C(Secu五ties and

Exchange Commission=証券取引委員会)に求めた際に、自らに割り

当てられた優先株 (preferred stock)の 取り扱いが他の優先株主と平等

でないとして、役員、取締役 主要株主らが、公益事業持株会社法 CPublc

Utility Holding Company AcDの 規定に基づきSECの命令の司法審査

を求めた事例である。争点となつたのは、SECの命令の根拠の合理性で

ある。SECが優先株主間の取り扱いに差異を設けたのは、企業の経営者

は他の株主に対して受託者の立場 (a iduciatt position)に あるとの考

え方に基づくものであったが 018 U S 80,at 87)、 連邦最高裁はこの半」

断に合理性を認めずに駆 Cに事案を差し戻している。

Chenew I半!映において、連邦最高裁がSECの決定を審査するに当たつ

て、司法審査の範囲について以下のように言及している。

7 318 US 80(1943)

●332 U S 19《 19471

"それそれ、DAⅥS,TREATIES,§ 29:10 GttLHORN&IEヽ出 ,supra notc22,
at 108‐lmゲルホーン=レヴィン・前掲注 122181頁以下、SCHWARTZ,mpra n醐 ,
at 631 632な お、Dttisは後述する「混合問題Jの中で取り上げているので、ここで
は、Schwartz,Cellhom&L∝ inら による類型化と同じ観点から検討する。なお、
橋本 前掲注 ⑤ 即5頁が「混合問題Jの中でChe碇ゥ Ⅱ判決を紹介している。Chell"
判決が、裁量問題も合め多くの素材を提供していることは、後述hard look審査に関

する最近の論考においても触れられていることからもうかがえる。W Murp町 ,The
Linits of Lcglslative Control over thc“ Hard‐ L00k",r06Admin L Rc■  1125,
1133al14)
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「行政上の命令が審理されるに当たつての根拠は、記録によりその行為

が基づいているとされる根拠でなければならない。委員会がその行為の

基礎としたとする根拠の妥当性を審査するに当たつては、下級審 (lower

courtlの決定を審査するに当たつて、下級審が誤つた根拠に基づいたか、

理由付けを誤つていたとしても、結果が正しければ (下級審の判断は)

肯定されなければならないという定まった規範を妨げてはならない (Id

at 88‐89)。 」

「もし、 (行政上の)行為 (a“On)力 行ヽ政上の決定に基づいているなら

ば、議会が行政機関に委ねた領域の司法審査ということになり、もし裁

判所に委ねられたならば異なつた結論に達したであろうという論理から

行為を取消すことはできない。しかしながら、行為が法律に基づいてい

るのであれば、裁判所の権限が及ぶ領域であり、行政機関の法解釈が誤つ

ていれば命令は取消されることになる30(Id at%)。」

これらの判旨からすると、Chenew I判決は司法審査の対象につき、

法律問題もしくは法解釈の審査 (=司法の役割という前提である)と 行

政機関に委ねられた領域 (裁量=discretionと いう文言は用いていない

が、行政機関の判断が尊重されるべき領域)との審査手法の違いがある

m我が国における行政裁量の司法審査においても同様である。
「裁判所が右の処分の適否を審査するにあたっては、懲戒権者と同一の立場に立つて

懲戒処分をすべきであったかどうか又はいかなる処分を選択すべきであったかについ

て判断し、その結果と懲戒処分とを比較してその軽重を論ずべきものではな」υヽとし

た神戸税関事件 (最判昭和52年 12月 20日 民集31巻 7号 1101頁 )。
同時に、その根拠として、広範な行政裁量が論じられており、「懲戒処分をすべきか

どうか、また、懲戒処分をする場合にいかなる処分を選択すべきか、を決定すること

ができるものと考えられるのであるが、その判断は、右のような広範な事情を総合的
に考慮してされるものである以上、平素から庁内の事情に通暁し、部下職員の指揮監

督の衝にあたる者の裁量に任せるのでなければ、とうてい適切な結果を期待すること
はできない」(神戸税関事件)、「法務大臣は、在留期間の更新の許否を決するにあたって

は、 諸般の事情をしんしゃくし、時宜に応じた的確な判断をしなければならないの
であるが、このような判断は、事柄の性質上、出入国管理行政の責任を負う法務大臣
の裁量に任せるのでなければとうてい適切な結果を期待することができないJ(最大判
昭和53年 10月 24国  民集

"巻
7号 1223頁―マクリーン事件)等の判断に現れている。
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ことを前提としているといえる。

Chenew Ⅱ判決は、差戻し後の駆 Cの判断についての判決である。SEC

への差戻し後、承継会社は再編計画を修正して駆 Cに申請をしている。

修正計画に当たって、株式の配分は、以前の優先株の割り当てに従って

行なわれ、SECは申請を拒否した。Chene,I判決と駆 Cの考慮事項に

大きな差異はないが、Chene,■ 判決においては、SECの判断の合理性

が認められている。Chenery Ⅱ判決において、連邦最高裁が司法審査の

範囲について以下のように述べている。

「裁判所にとつて、行政機関のみが権限を与えられている決定もしくは

判断を審査するに当たつては、行政機関によって主張されている根拠の

みによつてその行為の妥当性 (prOprieサ)を審査しなければならない。

根拠が不十分もしくは不適切であつても、裁判所としてより十分なもし

くは適切であると考える根拠によって代置する (subsitutelこ とにより、

行政上の行為を認容することはできないのである。裁判所によって判断

代置することは、議会が行政機関に排他的な (exclusively for the

administrat市 e agencyl領域として割り当てた分野に、裁判所を駆り立

てる (prOpel)こ とになるであろう (332 U S 194,at 196)。 」

このように、司法審査の領域を区別する考え方は、Chene,I半 J決 と

同じであり、判断代置を行なわないことを明示している点からも、SEC

の判断について制限的に司法審査を行なう旨の連邦最高裁の意図を見て

とることができる。更に、駆 Cの半J断を審査するに当たり、制限的な司

法審査を行なう連邦最高裁の意図は、判旨の以下の言及からもうかがえ

る。

「委員会は、自らの蓄積された経験 (accumulated experience)に よっ

て公益事業の再編を取り扱つており、更に、その理由につき明確かつ一

貫して l■・ith cla五け and thOroughness)述 べており、命令の基をなし
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ている根拠について疑う余地はない (Id at 199)。 」

「裁判所の職務 (dutylは、委員会の行為が実質的証拠に基づいており、

議会によって認められた権限と一致していることが明らかになった時点

で終わるのである (Id at 207)。 」

「委員会のここでの決定は、裁判所によって行政の判断に非常に大きな

重み lgreatest amount of welghり が与えられる領域にある。それは、

行政による経験の産物であり、問題の複雑性の認識、法令による政策の

実現、争いのない事実の責任ある扱いである。これらは、行政機関が判

断するのが最もふさわしいものであり、行政過程 (ad―lstratve processl

の活用を正当化するものでもある (Id.at 209)。 」

Chenery I判決の判旨からもうかがわれるように、Chenery判決にお

ける裁判所の審査範囲の言及は 〈法律問題/事実問題)の区分論に直結す

るものではない。これは前述したようにアメリカにおける各文献の取り

扱い方にもあらわれている。これまでの実質的証拠法則に関する諸判決

が、〈事実問題〉として制限的審査を合理化するだけの事実認定のあり方

を示したのに対して、Chenery判決は裁判所の立場からどのような審査

が許容されるかの一般論を示していることも相違点として挙げられよう。

但し、Chenery判決が司法審査を制限的に行なう領域を明確化してい

るのは事実問題の扱いと同じであり、専門性等への言及も両者の重なり

合いが見られる。Chenery判決が、ニュー・ディール期以降の行政裁量

の拡大や行政手法のインフォーマル化といつた流れの中でaも、引用され

aニ ュ_.デ_ル期以降の思考の変化については、さしあたり、C R Sunstein,
Constltudonalism after the Ntt Deal,101Harv L Rげ 421,4ul‐ 451(19871以下、
Consitutionalismと する。行政手続のインフォーマル化や19al年代以降の裁量統制
への積極的動向は本稿のテーマではないが、古城識「規制緩和理論とアメリカ法Jア
メリカ法 [19862]280頁以下、大浜 前掲注 125)「制限審査法理J492頁以下、周作
彩「アメリカにおける行政裁量の司法的続制」一橋論業112巻 1号 (1994匂 75頁以下
に詳しレヽ。
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法律 事実 裁量 (1)一アメリカにおける司法審査論の展開と課題―

る要因としては次の二点を挙げることができる。

Chenery I判決の判旨からは、注 (311)に付したように、我が国におけ

る行政裁量の司法審査と類似した判断プロセスが見て取れる。また、

Chenery Ⅱ判決が触れる、裁判所による判断代置の禁止も司法による裁

量統制に際しての指針となっている。

次にChene,I,I判決を通して、行政機関 (本件ではSEC)|こ対して、

判断に至る合理的根拠を求めていることが挙げられる。SECの判断に合

理性がなかったために、Chenery I判決は差戻しの判決を下したのであ

る●。

このようなChene,判決のロジックは、後述するhard look審査にお

いて見てとることができる。

5.APA制定後の実質的証拠法則

APAの制定とともに、行政活動に対する司法審査規定も定められた。

主な規定を抜き出すと以下の通りである3。

「 APA706条 (2)(A)一専断的・恣意的 (arbitraw,capric10us)も し

くは裁量権の濫用に当たるもの、法に一致しな

いもの

・・・ (略 )・ ・・

C)― (APA1556条、557条に規定された事案もしくは制

32前述注 の の見解のうち、Gellhom&Lcvinの “事実認定と理由"、 Scllwaltzの
“Chene″ R■lle" は、裁判所が行政機関の判断の合理性を要請した側面を重視して
いる。

Chenery I,Iの もう一つの意義としては、差戻しにより行政機関により詳細な説明
を求めるという審査スタイルの確立である。行政機関によるより詳細な説明を求める
一方、自己の審査領域は制限的に確定される。グルホーン=レヴィン 前掲注 (22)
8081頁、 CELLHORN&LEVIN,supra nOtc22,at 108 device of rcmanding
administrat市 e acions tO the agenqァ for fuller explana■ onと ある。
3当時の規定はAPA10条に規定されていたが、本章では現在の条文から弓1用すること
にする。なお、下山 前掲注 (5)29頁参照。
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定法上、行政機関の聴間による記録に基づき もnd“

re∞rd)審査された事案において実質的証拠により

支持されないもの

lF)一事実が裁判所の初審的審査 ltrlal de nOvo)を受け

る限りにおいて、正当でないもの

に基づいた行政上の行為、事実認定及び結論について、裁判所は違法な

ものとして取消さなければならない'J

従つて、実質的証拠に関する司法審査に服するのは、正式な裁決もし

くは規則制定手続に基づいた事実認定のみである"。

その一方で、APA制定後は、インフォーマルな行政手法が多く用いら

れるとともに、APA706条 0)(F)に よる初審的審査、更には連邦民事訴

訟規則52条 (alにおける「 口頭もしくは書面に基づく事実認定は、明ら

かに誤っている (deaJy erЮneous)場合以外は取消されない…」との

規定に基づく審査等、事実認定に対する審査基準が多様化してくる。イ

ンフォーマルな (略式の)裁決もしくは規則制定については、APAη6条

(2)(A)が審査基準として適用され、事実問題とは別に裁量問題に対する

審査手法が注目されるようになる (前述のChenerv判決が、裁量問題の

審査に有益な論理付けを行なっている)“。

35USC§ 706121(A),§ 7∞12111),§ 716121c)
もBONttD&ASIMOW,supra nOtc6,at 563なお、略式規則制定手続において
も個別法において実質的証拠法則に基づく審査が認められている事例象 後述するhard

look審査において、規則制定過程における記録が審査されることにより、APA706条

1211Alに 基づく審査と、PAη 6条 (2)oに基づく審査との相対化が説かれている。R
JP口RCE,S A SHAPIRO&P R VERKITIL,DNIINSRTIVE LAW AND
PROCESS(5th),390392120091常 岡孝好「司法審査の複合系」『法治国家と行政訴訟

(原田先生古希)』 (21105年)%5、 377頁 .
∞BONFIILD&ASIMOW,Id at W 563,DAV■ S,TREATIES,§ §29:5":7な
お、事実問題の司法審査と裁量問題に対する司法審査は、ほとんどの文献において “司
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法律 事実 裁量 (1)一アメリカにおける司法審査論の展開と課題―

これらの流れについては、第2章において若千の検討を行うことにし'、

ここでは、APA制定後のリーディング・ケースであるUnive、 al Camera

Corp v NLRBIに ついて最後に検討する。

Universal Camera判決における争点は、国家労働関係法 (National

Labor Relation Act)上 の審理における証言を理由とした労働者の解雇

につき、復職及びバック・ベイを命じたNLRBの事実認定に対する司法

審査のあり方である。NLRBの事実認定は、APA706条 (2)(E)及 びタフ

ト・ハートレー法 (Taft Hartley Act)に基づきなされることになって

いた。特に、APA706条 (2)(E)において実質的証拠に関する司法審査が

明記されたことから、司法審査のあり方が注目された事例である。

「裁判所が労働委員会の決定を審査するに当たり、労働委員会自体が正

当化した証拠だけを基礎にして、相反する証拠や矛盾する結論を導き出

す証拠を考慮せずに、決定を支持する証拠の実質性 (substani・aliけ of

e■ndencelを審査しうるか否かにつき、新しい法制度 lAPA及びタフト・

ハートレー法を指す―高橋注)は明確にそのような審査及び実務を禁止

法審査論 (s∞pe of r“ 00"の 議論のなかで扱われるが、更に細分化した場合同じ
カテゴリーの中で扱つている文献は少ない。Cellhom&L“nが、「法、事実、裁量」
というカテゴリーの中で、「一般的な経験則 (nlle of thumb)で いえば、裁判所は

行政機関による事実的もしくは裁量的決定に対してよりも、法律的決定に対してあま

り敬意を示さない。」と述べている。 GELLHORN&LEVIN,supra note22,a′ 5
(グルホーン=レ ヴィン 前掲注 (22)鬱頁)
同じく、法律問題・事実問題 裁量問題 (政策問題)を一つのカテゴリーの中で分
析しているものとして、C F EDLEY,知 MDttSTRATIVE Lヽ W,961311(199111に
おける司法審査論 (特に、Id at98‐ ll15)がある.

なお、これらの審査基準の相違について、武田 前掲注 (11)63‐ 80頁、常岡 前掲
論文359頁以下に詳しい。

"その他、実質的証拠法則に関して、決定に至る過程 (証拠、基礎的事実、最終的事
実、適用)に関する議論があるが、本稿では考察しないこととする。この問題につい
ては、高柳・前掲注 (5)97100頁、大浜 前掲注 (25)喘」限審査法理」484486頁、
同「実質的証拠法則」行政法の争点 (第 3版)120頁、古城識「実質的証拠法員1」 行政
法の争点 (新版)196頁参照.
3 340 U S 474(1951)

- 77 (130)一



法政研究17巻 2号 (21112年 )

している。証拠の実費性|よ 記録において、証拠の重みを減じさせる (detract

its weighり ものも全て考慮されたものでなければならない。これが、二

つの法律において裁判所は記録全体 (the whole recOrd)を考慮するよ

う要請している意義である (340 U S 474,at 487 488)。 」

「連邦行政手続法及びタフト・ハートレー法は、裁半J所がこれまでより

もNHこ の決定の公平性及び合理性に対して責任を引き受けるよう求め
ている。司法審査を行なう裁判所は、伝統的な司法の機能 (conventional

judicial functiOn)を放棄するようであってはならない。議会は、裁判所

に委員会 (NLRB―高橋注)が合理的な根拠の範囲内で活動しているこ

とを確証するためにも、裁判所に対してこのような責務を課しているの

である (Id at 490)。 」

Uni“rsal Camera判決の論旨に関して、「裁判所は、行政機関の事実

認定を支えるあるいは減殺するすべての関連証拠を考慮し、そしてこれ

らの証拠が筋の通つたものと (reasonableness)レ えヽるかどうかを決定

するよう要請されているのである・ 。Jとの指摘、「行政機関の事実認定が、

実質的証拠に支持されているかの判断に当たり、記録全体の考慮を要請

することにより、APA制定前の司法審査手法 (pre‐APA judidal tendencD71

の放棄を求めている
“
。」との指摘等、APAの規定を意識した指摘がなさ

れている。とりわけ、手続過程及びAPAη6条 (2)(E)を意識した “記録

全体"の考慮については多くの論者の共通した見解となっている。。

Universal Camera判 決については、我が国においても早くから紹介さ

れている主要判例の一つであるが2、 実質的証拠法則に関して、一方でよ

・ グルホーン=レ ヴィン 前掲注 (_92)75頁
Ю SCHV″掏RTZ,supra nOtc9,at 639
颯 P L STRAUSS,T RAKOFF,R A SCHOTLAND&C R FARINA,
ADMINISTRATIVE LAW CASAS AND COMNIENTS eh),528(1995)
42前掲注 (5)、 注 (25)に おいて弓1用した先行業績参照。
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法律・事実 裁量 (1)一アメリカにおける司法審査論の展開と課題―

り慎重な審理を求めながらも (=記録全体の考慮、行政側に不利な証拠

の考慮)、 事実問題に対する基本的な考え方自体が変化したものではない

と思われる。即ち、事実問題に関して判断代置は行なわず、事実認定を

支えるだけの根拠がなければ行政機関に差戻すというこれまでの判例で

確立された “基本軸"43に変化はないと考えられる。

第2節 事実問題に対する審査手法の揺らぎ

―憲法的事実 (constitutiOnal fact)及 び管轄的事実 Gurisdidonal

factlの法理

司法審査における裁判所の故譲的もしくは自己抑制的な考え方が現れ

るのは、〈事実問題〉の審理に限らず、〈法律問題/事実問題〉の線引きが

不明確な “混合問題"において現れることは本節のはじめに触れたが、

その一方で1920年代から30年代にかけて 〈事実問題に対しても完全な司

法審査を行なう)という論理構成が連邦最高裁において採用されている。

いわゆる “憲法的事実"又は “管轄的事実"と言われる法理である。こ

の両者の考え方はその後の連邦最高裁判決に引き継がれておらず、これ

までの先行業績も、むしろこれらの判決に対するBrandeis判 事の反対意

見に注目している電

現在におけるこれらの判決の位置づけからすると、むしろBrandels反

対意見が正論というわけではないが、当時既に確立された「実質的証拠

法則」による審査手法及び (ほぼそのまま受け継がれている形となるが)

増実質的証拠よりも幅広い判断を示した事例と思われるが、注 127)、 1281の Chene″

判決、 リーデイング事例以前に遡れは Cincinnati N O&TP Ry v ICC,162 U S
184,194(1896)において、既に事実問題についての判断代置は控えている。DAVIS,
TRE4TIES,§ 29:1 ;SCHWARTZ,supra note9,at 635

“橋本 前掲注 (5)211-214頁、杉村 前掲注 (5)48頁註 C)参照。
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現在の審査手法 (=裁判所は事実問題についての判断代置は行なわない

事実問題に対する制限的審査)からすると異質な法理でありも、むしろ時

代を逆行する考え方さえ感じられる。

そこで、(事実問題)について再び完全審査 (判断代置)を肯定しうる

ような発想の原点を探るとともに、問題となった三つの判決について検

討する。

[司法による完全審査の対象]

(事実問題)

制限的審査

(法律問題)

完全 (全面)審査  =原 則論実質的証拠法則

“憲法的事実" 完全 (全面)審査  完全 (全面)審査
“管轄的事実"     ‖

実質的証拠法則で築かれた原則論を再構成

1 料金規制に対する連邦最高裁の考え方

“憲法的事実"に関する連邦最高裁の判決では、料金規制を “立法的

(legislaive)な もの"とする一方で設定された料金を “財産権の没収"

と見立てて、合衆国憲法修正 5条ないし14条の問題として事実問題に対

する完全審査を行なつている。立法権の行使に対して、司法権が完全審

査をなしうるという発想は、連邦最高裁においてもそれまで築かれてい

なかつたと思われる。但し、ICCをはじめとした行政委員会設立以前の

諸判決においては、料金規制と立法との関係言及がしばしばなされてお

もBrandeis反対意見に着目する点は、アメリカにおいても同様である。SCHWARTZ,
supra nOle9,at 678 681に おいては、後述するCrowell v BensOn,285 U S 22(193o
におけるBrandcis反対意見へのコメントがなされている。時代を遡れば、当時の改革
論者 Landisに よって激しい批判にさらされた事案でもある。J LANDIS,THE
ADMINISTRATIVE PROCESS,123136(198)
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法律・事実・裁量 (1)一アメリカにおける司法審査論の展開と課題―

り、これらの半1決の内容を確認しておく必要があろうる。

そもそも、鉄道事業をはじめとした公益事業の料金に関しては、州の

立法機関によって統制がなされていた。従って、料金規制は立法行為

(leglslat市 e acOで ある。その一方で、料金規制の問題は司法の場で取

り扱わないことが原則であったと指摘されている47。

料金規制が司法の場において争点化してくるのは、料金規制権限が行

政委員会に委ねられてからである。同時に、行政委員会において料金規

制に当たつての聴聞及び告知 (hea五ng and noice)の必要性から適正

手続の理念が生まれてくる。しかしながら、立法機関が直接規制する場

合は、このようなデュー・プロセスの要請は求められなかつた48。

立法権による料金規制に対して司法が消極的であつたことは、司法と

料金規制が無関係であったことを意味するものではない。個々の訴訟に

おいて料金の合理性を審査できても、立法権自体による料金規制を審査

できないことで、適切な料金設定 (prOper bases of rate‐ makinglを

見出せないことに問題があったとされる 。゙従つて、料金規制を “没収的"

とする判断も、行政委員会の設立を待たねばならない50。

4S19世紀から20世紀にかけての公益事業の料金規制に関しては、野口貴公美『行政立

法手続の研究』

`Ц

8912頁 以下、同「ポリス・パワーの変る 社会志林47巻 4号 lax11
年)1頁以下に詳しい。
4'L P McGEHEE,DUE PROCESS OF LAW UNDER THE FEDERAL
CONSTITUT10N,318319(1∞ 6)立法機関による料金規制に対する司法の消rul■を示
したMunn v lllinois,解 US l13(1876)に ついては、野日 前掲注 (46)『行政立法』
1719頁、同「ポリス パワーJ4頁参照。
48、4cGEHEE,Id at 319_柳
49しぃDIS,supra notc45,at l%12619世紀後半における、鉄道行政の立法機関か
ら行政委員会への移行、及び鉄道行政の「連邦イヒ」 (ICCの設立)について、野日 前
掲注 (46)「ポリス・パワー」714頁。
田州の行政委員会による料金策定に対して、連邦最高裁が、一般論として正当な補償
もしくは適正な手続のない財産権の剥奪を禁じる判決を出していることについて 野
口 前掲注 (46)『行政立法』21頁以下。
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このような経緯を見ると、連邦最高裁による “憲法的事実"の ロジッ

クの手がかりそのものが失せてしまうが、ICC設立後の連邦最高裁判決

において、州立法による料金規制の不合理性を指摘する事例が現れてく

る制。その中でも、St Louis&S F R Co v Gil152及びCovington&L

Tumpike Road Co v Sandford"の判旨の中において、立法による規制

に対してダイレクトに財産権の没収であると触れている箇所が見出され

る。

St LOuis判決では、「裁判所としては、幾つかの事例において、極めて

不合理であり、実質的に運送事業会社の財産価値を無にするような料金

を規定する立法 (legislation)|こ対して、救済の存在を示してきた。合衆

国の裁半J所はこのような問題を司法的な問題として扱い、そのような立

法行為は合衆国憲法に抵触するとともに、適正な手続なしの l■■thout due

process of law)財産権の剥奪 (depri“ Of proper●7)であり、法の下

の平等な保護の剥奪であるとみなす (156 U S 649,at 657 658)。 」と述

べて、立法行為による財産権剥奪に司法審査が及ぶことを明示している。

翌年のCovington判 決においても、「会社は、適正な手続なしに財産権

を収用されないという憲法上の意味において、personで ある (164 U S

578,at 592)」 とした後、同旨の見解が述べられている。すると、立法行

為であっても、“財産権の侵害"に至る場合は、合衆国憲法修正5条及び

14条により司法審査を行なうことができるという発想は、ICC設立と前

後して、連邦最高裁の中に根付いていたともいえる“
。但し、その一方で、

51 McGEHEE,supra note511,at 320

21“ US 649(1895)
0 164 US 578(1896)

54野口教授は、適正手続理念の観,点からであるが、Stone v Farln¨'LOan&Tnlst
Co,116 U S 307(1886)に 関してのコメントにおいて、「明示的にではないにせよ、連

邦最高裁が制約原理としての適正手続理念を解釈する際に、問題となっている権限行

使が立法権限行使としてではなく、行政府の権限の行使として問題となつたことが、

連邦最高裁の制約原理の適用に影響を与えていたのではないか」と述べ、行政委員会
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法律・事実・裁量 (1)一アメリカにおける司法審査論の展開と課題―

約10年後には前述した実質的証拠法則により 〈事実問題〉に対する司法

審査を制限する考え方も生まれており、初審的 (de nOvo)審 査によって

く事実問題〉をも判断代置できる事例の整理はなされていなかつたとい

えよう。

2.“憲法的事実"に関する判例

“憲法的事実"や “管轄的事実"について、明確な定義というのは存

在しないかもしれない。両者については、密接な関連性のあるものとし

て述べ られることもあれば
“
、歴史的経緯からすると、国外退去

(deporta■On)の事例は “管轄的事実"と して取り扱われたとの指摘“
もあり、線引きが難しい。

そのような中、“憲法的事実"に関する著名な二判決には二つの共通性

が見られる。それぞれ 州の公益事業委員会 lPubic m Co― sslonl

及び農務長官 lSecretary Of Agncuiturenに よる料金設定が争われた事

案であるが、く設定された料金が財産没収 (coniscatlon)的 なものとみ

なすこと→合衆国憲法修正第14条、第5条の適用)と して財産権侵害の

構図が描かれることである。更に、料金設定 (料金変更命令)を立法的

な性格 (1鯉口slatlve in character)をもつものとして捉えている。この

への料金規制権限委任を適正手続理念の明確化の根拠として挙げている (野口・前掲
注 (46)『行政立法』

"頁
)。

・・ SCHM′ARTZ,supra nOte9,at 666

“BONFELEl&AttMOW,supra nOte6,at 578 579市 民雅 (ciuzenshiplは “鶴
的事実"において本質的なものであり、市民権の剥奪は、自由、財産等を奪うことに
つながるとした、Ng Fung HO v White,2つ U S 27n1922)を弓1用するが、内容か
らして、自由、財産という人権の根幹にかかわる “憲法"問題とも言いうる。なお、
杉村 前掲注 (5)46頁は、「憲法的事実=憲法の下において主張される私人の権利の
存否が依存するところの事実」、「管轄的事実=行政機関の管轄権の存否が依存すると
ころの事実」として定義している (杉村論文がカッコで述べている定義を本稿では=
で表した)。
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前提をもとに、これまでの事実問題に対する司法審査手法 (=実質的証

拠法則)の変更を試み、事実問題に対する完全な司法審査を認容すると

いう方向へと導いている。

Ohio Valley Water v Ben Avon Borough"は 、ベンシルバニア州の

公益事業委員会による会社財産の査定に基づき命じられた料金表につき、

委員会の査定は低すぎ、会社財産の没収 (coniscate its prope島うを意

味すると主張された事例である。

州の最高裁は、公益事業委員会の結論を支持するに当たり十分な

lcompetenO証拠があり、また裁量権の濫用もないと判断した 1235 U S

287, at 288‐ 289)。

これに対して、連邦最高裁は、り‖最高裁判所は、制定法上、裁判所が

没収の問題について独立した審査 (ndependentjud脚 ∝nOを行なうこ

とを留保していると解釈している (Id at 289)。 」と批判し、「ここで間

題となつている命令は…立法的性格を有するものである (ibid)。 Jと し

て、以下のように述べている。

「このような場合において、所有権の没収という事態が生じているなら

は 州としては、司法の場において、法律吸 び事実の両者に関しての (as

to both oflaw and fact)独 立した判断をなさしめる公平な機会を付与

しなければならない。そうでなければ、修正14条の適正手続条項との矛

盾をきたし、(料金変更)命令自体が無効なものとなる (ibid)。」

ここで指摘している “法律及び事実の両者に関しての独立した司法判

断"と は、これまで く事実問題)に関して形成されてきた実質的証拠法

則による審査とは異なり、事実認定に関して疑義が存在するならば裁判

ラ235 U S 287192111
椰法解釈に関しては裁半I所が刷終的な権限を持つということは、Marbu,v Madison,
5US(l Cranch)137(1803)以 来確立されているとされたが、この論理は 第2章で触
れるCh"ron判決以降揺らいでいる。
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所自らが半」断代置を行なうという考え方に基づいている (傍点部は高橋)。

これに対して、上述したペンシルベニア州最高裁判所が示した考え方

が、それまで連邦最高裁によつて築かれた く事実問題〉に関する審査手

法であり、「(州の公益事業委員会)の結論を支持するに当たり十分な証

拠が存在する」ということ及び「州の公益事業委員会の (料金変更)命

令が合理的ではないからといつて、判断代置 (substitution Of its

judgmenう をしてはいけない」との州の上級裁半J所 (Supe五 or Court)

への戒めに現れている (Id at 288-289)。

但し、連邦最高裁は州の公益事業委員会の半J断について自ら判断代置

を行なうことなく、原告会社側に没収に関して司法上十分な聴間の機会

が付与されていないとして、ベンシルバニア州最高裁判所に差戻してい

る (Id at 291)。

St JOSeph Stock Yard Co v United States"に おいては、精肉出荷

及び家畜保管を規制するPackers and Stockyards Actに 基づき農務長

官が決定した最高料金 (maxlmum rates)が没収的 (as∞niscatOn・ l

であるとして争われた。

StOck Yard判 決においても、「料金の固定は立法行為 Ceglslat市 e ac0

である (298 U S 38,at 50)」 との前提のもと判断がなされている。

「憲法上、料金決定に関しては、適正手続なしに財産を剥奪し、正当な

補償なしに公共の用途に用いるため私有財産を収用することを禁ずる旨

規定し、制限している。立法者が直接規定する場合には、この制限を逸

脱しないように司法審査に服するのである。…立法上の宣言もしくは事

実認定 (dedaratiOn or indinglは 、事実及び法律に関して、必然的に

裁判所の独立した審査 !胡長することになる (Id at51 52)。」として、Ben

● 298 U S 3(1937)
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AЮn判決同様に “料金決定の立法的性格"の観点から、事実問題に対し

て実質的証拠準則による審査手法を採らないことを明確にしている。

但し、結論として、会社側が “没収的である"こ とに関して立証を尽

くしていないとして請求は退けられた (Id・at 2)。

〈料金決定→立法的性格→事実問題についての裁判所の独立した審査〉

という多数意見の論法に対して、これまでの実質的証拠法則が適用され

た事例との相違が明確でないとして、農務長官側の勝訴には賛同したも

のの、論理付けに反対したのがBrandels判事である。

Brandeisは、「憲法上の権利 (∞nstituional right)に 関係する事実

問題につき、特別な例外を見出すだけの理由はないと考える (Id at 73)。 」

と述べ、「農務長官による命令の取消しもしくは無効を求める訴訟におい

ては、議会がICCの命令に関して規定した審査手法によるべきである

(ibid)。 」とする。

このようなBrandeisの見解は、“憲法的事実"というカテゴリーを設け、

事実問題に関して独立した審査をするのではなく、これまで通りに実質的

証拠法則に基づいて司法審査を行なうべきとの考え方にもとづいている。

Brandeisの見解に限らず、当時の論考には “憲法的事実"も しくは “管

轄的事実"と いったカテゴリーを設けて、司法による事実問題の独立し

た審査を許容する連邦最高裁の姿勢を批判する見解が見られる。詳細は

後述するが、実質的証拠法則とは異なつた審査手法により、当時その専

門性が重視されてきた行政機関の役割を阻害するという観点から批判が

なされているω。

田J DickinsOn,Crowell v BensOn:Judicial Review of Administrative
Deten linations of Qucstlon Of “ConstitutiOnal Fact",80 U Pa L Rev1055,
1∞1(1932)“ 管轄的事実"に関するCrowell v Bellson,285 U S 22(192)に 対する
批判だけでなく、“憲法的事実"に関しても詳しく触れている。
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また、時代的背景からすると、1920年代から、世界恐慌を経たこの時

期は、従来型の 〈立法―執行―司法)と いうモデルは社会の変化に対応

するに当たつて、むしろ阻害要因と考えられていた。行政機関 (主に独

立行政委員会)の専門性もしくは中立性が賞賛された時期でもあるい。従つ

て、当時の改革者が、当時の枠組みを嫌い、行政機関の専門性が生かさ

れたモデル作りを試みている。。このような時代背景から考えても、“憲

法的事実"により事実問題に対する独立した司法審査の試みが批判の対

象となるのは自然の成り行きであつたかもしれない。

3 “管轄的事実"に関する判例
“管轄的事実"に関する半」決では、Crowell v Benson63が 著名である

が、前述したように文献によっては、CrOwell判決より前の国外退去関連

判決を合めるものがあり“
、必ずしも一貫していない。

国外退去の事例として取り上げられるのが、Ng Fung Ho v WhteS

である。

Ng Fung半 1決 自体が複雑であり、当時の中国人排除法 (Chinese

瞭 dusion Actlや 一般移民法 (Generallmmigaion Acう といった移

民政策の中で生じた事例である。不法入国→不法滞在と認定された者と、

入国の際に審査は適切になされたが、後に不法滞在として認定された者

とで判断が分かれた (後者については差戻し)。

a Sunsteln,Consitu■ onalism,at 437-襲 2なお、Stlnstelnは 〈立法―執行―司法〉
の関係をあらわす “Separaton of POwcr"及 び “Check and Balancc"の 概念が、

政府が経済介入策をとるに当たつて阻害要因であつたことを指摘する (ld at■い。
α LANDIS,supra note45,at 6 47な お、Landisは、“憲法的事実"及び “管轄的事
実"に関する判決に対しても厳しく批判しているが、“管轄的事実"の検討の後に、こ
れらに対するLandisの 考え方について再度触れる。
●285 U S 22(1932)
引IЮNFIELIl&ASIMOW,supra noteb,at 578 5":Dヽ VIS,TR働 TヽIES,§

":"65 259 U S 276(1922)
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“管轄的事実"と の関係が問題となつたのは後者の事例である。入国

審査は適切に通過しながら、後に中国人排除法により逮捕され国外退去

を命じられた原告らは、合衆国の市民権 (citizenship)を主張し、入管

当局の誤りを主張した。

連邦最高裁は、国外退去処分の手続について、以下のような見解を示

した。

「執行部門 (in the execut市 elにおいて国外退去を命じる管轄権は、 (中

国人排除法により)逮捕された人物が外国人であった場合のみ認められ

る。 (合衆国の)市民権が主張されている場合には、 (執行部門が管轄権

を持つことl■l管轄的事実の本質的な部分 (essental iurlsdictional factl

の否定につながる (259 U S 276,試 284)。 」

ここで、“管轄的事実"という言葉が出てきているが、連邦最高裁は “管

轄的事実"に関してこれ以上の言及はしていない。その上で、入管当局

による事実認定を司法の場で再審理することの正当性について以下のよ

うに述べている。

「市民権を主張している者に国外退去を命じることは、明らかにその者

から自由を奪うことになる。…あるいは、財産や生命、もしくは生きが

いを与えるもの全てを失う結果となる。司法手続なしにそのような剥奪

の危険があることに対しては、合衆国憲法修正第5条が、適正手続の保護

を与えている (ld at 284‐ 285)。 」

Ng Fung判決に関しては、必ずしも先例として取り上げられていない

一方、国外退去関連判決においては現在も意義を有する事例であると指

摘する者もある“。従つて、“管轄的事実
"の先例としての位置づけは明

“
BONFIELD&ASIヽ40W,supra note6,at 578 579
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確になつていないが、Dickinsonは、Crowell判決以前に、憲法的事実に

関して、裁判所において新たな証拠を審査できるか否かについて判断し

た唯一の例外であると指摘している。。

Crowell v Bensonは 後述するように、〈事実問題〉に対する審査以外

にも論点を提起しているとともに、半J決の構成が極めて難解である。一

方、Ng Fung判決において、く事実問題〉に対する始審的審査の根拠は、

市民権を主張した者に対する適正手続の保障に重点がある。

この考え方は、1978年のAgOstO v INS6Sに おいて再度表明されている。

移民帰化局 (Immigraion and Naturalizttion Sげ宙ce=INSlによ

り国外退去を命じられた原告が、連邦地裁による始審的聴聞 (de novo

heaHng)を求めた事例69において、連邦最高裁は、Ng Hungの 上記箇所

を引用し の 9US 2%,at 284)、 原告の要求を認めなかった連邦控訴審

判決を破棄している。

移民及び国籍法の改正に際して、「議会は、アメリカ合衆国の市民権を

主張する者に対して国外退去を命じる場合には、憲法上、司法による始

審的決定 (de nOЮ judidal dete...■ ination)が要請されていることをわ

きまえていたはずである (436 U S 748,at 753)。 」との指摘に続いて、

Ng Fung判決を引用しているため、連邦最高裁は、後述するCrowell v

『
 DicHnson,supra notc60,at 1073,■ 57

なお、〕ckinsOnは、Ben AЮn判決についてここでは言及していない。Dittinson
によれば、「憲法的事実の法理 (doct五 nclは、管轄的事実の法理の特殊な形態である
(speclal form)J(Id at 1072)と 述べているが、両者の相違については曖味であり、

Clotvell判 決においては、“憲法的事実"の問題が含まれていたことを重視する見解も
ある。Comment,Judicial Re17iew of Rate Orders of Administrai咤 Boards:A
Reexalninatlon,5)HaⅣ L Rev 78,87(1936)
● 436 U S Z8(1%8)

・ 当時の移民及び国籍法 llmmiglation and Nationaliけ Act)106条 (al(5)0=8USC
§1105(a)(5)(B)において、市民権を主張する者は、一定の要件を満たした場合に連邦

地裁における始審的聴聞が認められている。
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Bensonとは切り離して、〈市民権の主張→修正5条による適正手続→始審

的審査)と いう考え方を維持していた可能性が高い70。

一方、難解な論理づけのもとに、〈事実問題)に対する完全審査を解い

たCrowell v Bensonは、以下のような構成に基づいている。

Cron・ell判決は、港湾労働者労災補償法 CongshoreFnen's and Harbor

Workers'Compensation Actlのもと、合衆国労災補償委員会 Onited

States Employees'Compensation COmmission)の 代理委員 (deputy

∞mmissioneD Iこ よる事実認定が争われた事例である。事実認定の争点

になつたのは、雇用関係の存在 (雇用関係にある中で傷害を負ったか否

力→及び合衆国の航行海域 いa17igable wateう における労務の提供であつ

たか否かの二つであった。

連邦最高裁判所の判断は 〈原則論の展開→公的権利 (public五 ght)ヘ

の言及→ “憲法的事実"への言及)を経て、“管轄的事実"に対する裁判

所の独立した審査へと至つている。

一原則論 (事実問題の扱い=実質的証拠法則)一

「代理委員による法律問題に関する決定は終局性 (inality)を 有しない。

法律問題に関する限り、裁判所が補償命令に関して中断 (suspend)も

しくは取消 (set aside)の判断を行なうに当たり、完全な機会が付与さ

れなければならない。…労働者の傷害に関して、代理委員の事実認定は、

証拠によって支持され、代理委員の権限内にある限りにおいて最終的で

ある (shall be final)。 そうでなければ、迅速で継続性があり、専門的で

Ю AgOstO判決につυヽては、SCHヽ′ARTZ,supra notc9,at 671 672,DAVIS,
TREATIES,§ 29:23
Schwaレ は、Ng Fung判決を“憲法的事実"の事例として捉えるとともに、自由
権 ∈ght of lib“つ の問題として、完全審査を認めることに否定的ではない (但し、
Schwarcが “憲法的事実"の法理そのものの今日的意義を認めているわけではない).
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費用のかからない手法により、その業務を割り当てられた特別な行政機

関による調査及び決定を提供するという明確な立法目的を覆すことになっ

てしまう (285 U S 22,at 45 46)。 」

ここで連邦最高裁が述べている原則論は、実質的証拠法則の確立にお

いて用いられてきた 〈法律問題/事実問題〉三分論の考え方に基づくもの

である。inality,inalと いう言葉カツ需いられているが、〈法律問題に関し

ては裁判所による完全な審査がなされる=終局性がない (最初の傍線部)/

事実問題に関しては、実質的証拠により支持される限り裁判所の審査は

なされない=最終的である (二番目の傍線部))と いう考え方である。

一 “Legislat市e Court"“ 公的権利"―

原則論を述べた後、「海事法上の管轄権 (admiralけ and mariime

Ju五SdiCtlon)に関する事案においては、合衆国の司法権に関する論点に

ついて異なつた問題を提起する Od at4849)。」と述べて、議論を転換

する。そして、“公的権利"に関する判例を持ち出し、司法権ではない紛

争解決の場の存在 (Legislat市 e Courl)・ について言及しているが、本稿

の検討対象ではないので省略する。

一 “憲法的事実"“管轄的事実"―

後述するように、現在 “憲法的事実"及び “管轄的事実"に関する先

例 (本稿で触れた三判決)を引用し、事実問題に対する独立した司法審

査を認容する判例はないとされる‐る。

■ “公的権利"及び “LegЫ aive Court"に ついては、中川・前掲注 ⑥ 町思惟律 (一)」
631634頁、大橋 前掲注 (10)948頁に詳しい。
'2注 (5)でヨ1用 した各先行業績において、既に、1%0年代にはこれらの判決の先例性
に疑間が付されえいたことが触れられている。
お Crclwell判 決において、現在も意義を持つているのは、“私的権利"“公的権利"に
ついて、触れた箇所だけであるとされる (285 U S 22,at 48 54).BONFIE LEl&
AЫMOW,supra note6,at 579 580 大橋 前掲注 (10)72_74頁。
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但し、CrOwell判決においては、連邦最高裁は “管轄的事実"について

以下のように構成して、独自の事実問題の審理を可能と位置づける。

「事実の決定が、その事実の存在が制定法の作用に先行する条件であ

るとい う意味において、基本的もしくは管轄的 (fundamental or

ju五sdic■ onal)で ある場合には異なつた問題が生じる (Id at 54)。 J

「このことは、憲法上の制約に従わなければならないという意味におい

て、連邦の司法権の適切な保持の問題であり、議会が、合衆国の司法権

が委ねられている憲法上の裁判所に替えて、行政機関一本件では労災補

償委員会の代理委員―に対して、合衆国市民の憲法上の権利の履行に関

する事実の存在に関して最終的な決定権を付与できるかという問題であ

る。… (行政機関に最終的な決定権を委ねるならば)そのことにより、

連邦憲法下における司法権の土台を掘り崩すことになるとともに、基本

的権利が…事実に依存し、事実における最終性が事実上法における最終

性となる lflnaliけ as tO facts becclmes in effed inaliけ in la■ l場合

は 現行制度には異質な官僚的性質の功府が 、mment Of a bureatlσ狙c

character)を 作り上げてしまうことになる (Id at 56 57)。 」

「(制定法上に)差止訴訟 (inJunction proceedinglを 規定するに当たつ

て…議会は、原告側が訴訟において、傷害が合衆国の航行領域において

起こらなかつたこともしくは使用者と被用者の関係が両者に存在しなかつ

たことを主張することを念頭に入れていたと思われる。問題となつてい

るのは、代理委員の行政機関としての憲法上の権限 (∞nsituional

authorit■2)であるので、裁半」所として、代理委員の決定に対して重みを

与える義務はない (Id at 63-64)。 」

従つて、“代理委員に 〈管轄権=①傷害が航行領域において生じたこと

②使用者と被用者の関係が存在した)こ とがあつたか否か"と いう問題

が事案の解決を左右することになり、「合衆国の司法権の行使に関する本
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質的な独立性 (essenial llldependence of the cerclse ofjudiclal powerl

は、憲法的権利に関して、連邦裁判所が争点に関して自らの記録及び事

実に基づきZ判断すべきことを要請していると考えられる (Id at 64)。 J

と述べて、事実問題に関して独自の審査ができるという解釈に至ってい

る。

そして、管轄権があつたか否かという判断で事案は左右されることに

なり、労災補償委員会の権限が及ぶのは、管轄権が存在した場合に限ら

れるということになる (Id at 64‐65)。

一Brandels反対意見―

“憲法的事実"の構成に関して異論を唱えるBrandeisは、Crぃに11判

決においても、事実問題に関してこれまで同様の取り扱いをすることを

主張する。即ち、実質的証拠準則に基づいた司法審査をするべきであり、

裁判所が事実問題に対して独自の審査を行なうべきではないという考え

方が、彼の反対意見の根底にある。

「制定法上、代理委員によって決定されたほとんどの事実問題に関して、

議会が否定している初審的審査 ltrial de nOvo)を求める権利が使用者一

被用者の関係に関しては認められるという解釈を正当化することはでき

ない。一議会が、全ての事実問題につき聴聞し決定する権限を代理委員

に対して委ねたのは明白であり、代理委員の判断は、法に一致しない場

合のみ裁判所によって取消されることになる。…このような (―裁判所

に初審的審査を認める一高橋注)考え方は、法律上主張された責任の有

物 “憲法的事実"“管轄的事実"にかかわる場合は、裁判所は訴訟段階における新たな
証拠 (additlonal etldc_ncelを採用できるかという問題につながるが JDldhson,supra
noteal,at ll177‐ 1082:COmment,supra not“ 7,at 90‐ 93)以降両者の問題が事実
上 “蚊帳の外"に置かれているので、事実問題の裁判所での取り扱いについては、こ
れまで触れてきたように新証拠の提出があつた場合は行政機関への差戻しという対応

ということになろう.
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無の問題について聴聞し決定する代理委員の責務を無 (powerless)に す

るものである (Id at聡‐Z)。 」

Brandeisに よれば、裁判所の初審的審査 (独立した司法審査というこ

とになろう)が認められるような事実認定機関 (fact inding t五 bunal)

を議会が設置したのは不合理だということになる (ibid)。

4 “憲法的事実"“管轄的事実"に対する評価
まず、Ben AvOn,Stock Yard両 判決に代表される “憲法的事実"に

関する半」決については、以降追随する判決は存在しないと指摘されるる (但

し、“憲法的事実"の法理を明確に覆す判決も現在までのところ出されて

いない)。

この指摘は、その後の判例動向をも加味した観点からなされている

が、そもそも、“憲法的事実"により、事実問題に対しても裁判所の独

自の審査が及ぶことを構成しようとした 1920～ 30年代における論考に

おいて、この構成には疑間が付されていたところである76。 実質的証拠

法則に基づかずに、事実問題に対して、裁判所独自の審査が及ぶという

考え方は、当時の改革論者であつたLandisに よっても強く批判されてい

る77.

ニュー・ディール期を回顧するSunsteinによれば、“憲法的事実"“管

轄的事実"の法理によって、裁判所が事実問題に関して独自の審査を試

みていた際、専門的能力が備わった行政機関への賛美と、変化への阻害

要因として捉えられた司法に対する敵対心が対照的に現れていたとされ

Ъ SCHWARTZ,supra nOtc9,at 669,BONFIELD&ASIヽ 10 「ヽ,supra note6,at
578‐ 579
おIllckinson,supra nOtc60,Comment,supra not“ 7の各論文における批判。
η LANDIS,supra note45,at 128 130 Bcn Avon,Stock Yard両判決に対する批判。
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る。。従つて、時代的背景の影響というものも大いに考えられるところで

あるが、“憲法的事実"に関して追随する判例や賞賛する学説が見られな

かつたことからすると、むしろ問題は “憲法的事実"の法理そのものの

構成に難があったということになる。

一方、CrOwell判決に代表される “管轄的事実"であるが、こちらも追

随する判決は出されていない (“憲法的事実"の法理と同じく明確に覆す

判決も出されていない状況にある)η。現在も意義を有しているのは、前

述したNg Fung判決のような国外退去事例及びCrowell判決において言

及された “公的権利"mについてであり、連邦最高裁が、吉心して構成し

た “管轄的事実"の法理そのものについては無視されているという状況

にあるといえよう。

ちなみに、Schwa鬱 によると、Clowell判決の構成は以下のような三

段論法 (sylloglsicl lこよって成り立っているという (但し、この構成を

支持しているわけではない)。

「大前提 :行政機関がその管轄権を逸脱しているか否かの判断は、裁判

所の機能である

小前提 :雇用関係の存在は、授権法 (港湾労働者労災補償法―高橋注)

8 Sunstc■ n,Consitu●onalism,at 4“‐444(但し、Sunstelnは “憲法的事実"等に
ついての言及は行なつていない。)また、立法府や司法府によってはフォローできない
分野おける行政機関の積極的な役割の提起が改革者Landisの主張でもあった。LANDIS,
Id at 646
η SCHWARTZ,supra note9,at 681 6鑢

"BONFELD&ASIMOヽV,supra note6,at 579,DAVIS,TREATIES,§ 29:23
CЮttell判決において意義を有しているのは、「司法権の本質的属性 (the essential

atttbuも of the iudiclal p●
"rlを
維持するに当たり、事実に関する決定の全てが

憲法上の裁判所に委ねられることまでは要請されていない (285 U S 22,at 51)。 」と
の言及により、私人間の紛争 (私的権利)の事案であつても、行政機関における紛争
処理が認められたことにある。CЮwe11判決以降の “私的権利"“公的権利"に関する
半l例動向も合めて、大橋 前掲注 (10)75頁以下参照。
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のもと行政機関の管轄権にとって本質的なものである

結論 :それ故、雇用関係の存在は、行政機関が管轄権内で活動してい

るかどうかを審査するため、裁判所によって独立した審査に服

さなければならない田 」

このような、三段論法による構成はLandisが “憲法的事実"の法理に

関して触れているところでもあるυ。但し、当時の改革論者Landisがこ

のような構成を支持していないのは前述したとおりであり、Landisの批

判国司様に “管轄的事実"に関するCrowell判決に対しても向けられてい

る乳

このように、“憲法的事実"及び “管轄的事実"の法理は、ほとんど支

持を得ることもなく、その後、連邦裁判所においては行政機関の事実認

定を独自に審査しようとする考え方を司法審査において持ち出していな

い。従って、〈事実問題)に関する司法審査に当たつては、行政機関の判

断を尊重した審査がその後なされているということになる。

なお、国外退去事例であるNg Fung判決及びAgOstO判決において、

連邦最高裁が初審的審理を行なつた背景には、合衆国の市民権の否定に

つながるという問題があったことを留意しなければならない。これらの

場合には、まさに合衆国憲法修正5条で保障している適正手続なしに市民

権が奪われてしまう危険性が存在するのであり、司法権の積極的役割が

鋭 SCHヽヤЪttRTZ,supra nOle9,at 678
2 LANDIS,supra nOte45,at127 128 Landisの

構成を要約すると く料金設定
lrate― nlakinglは 立法権の行使である‐そオし力般 収的であるかどうかは、個直 ←alucl
に関する事実認定次第である→価値に関する事実認定が立法権の行使の枠内におさまつ

ているかどうかは裁半嚇 の雄 した整 1釧財する〉という編 になる 03cn s、n,割α■
Yard両判決の構成を参照)。
3 LANDβ

,ld at 13∈ 1“
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要請される領域である。

従つて、“憲法的事実"及び “管轄的事実"の法理とは別に、その意義

が現在においてIIIめ られていることは、論理的にも十分成り立つととも

に、“管轄的事実"の法理とは切り離して捉えるべきであろう。

(つづく)
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